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6.  ROLE OF THE CONSUMER  

 
6-1 廃棄物処理をより確かなものにしていくにあたっての財政的責任  
EPR における前提… 消費者が廃棄物の処理費用を払う際、商品の価格にそれを反映させ                                                       

          たほうが、地方自治体への税として払うよりも効果的 

 

・処分時に費用を支払わせる方法 

    (demerit)   望ましくない処分/不法投棄、余分な追加費用 

 

・商品が売られるときに費用を徴収するのが、もっとも容易で効果的な方法 

             特徴；次期購入の時の信用創造、預託金返金などの可能性 

  （merit）  消費者の経済的利益； EPR によって一般廃棄物の総量は減少 

            地方自治体の廃棄物処理コスト低下 

                        それに関連した地方税の軽減 

・EPR 費用として目に見える形ではなく、生産者の総費用に組み込ませて価格を査定する 

・一般廃棄物への課税 ――― 消費者による費用内部化 

 

 

平成９年度 全国地方自治体の歳入と歳出〔億円〕 
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地方債残高と公債費の推移 

 平成１０年 平成９年 

地方債残高（年度末見込） １１５兆０，０７２億円 １１０兆６，５７６億円 

公債費 104兆８40億円 96兆403億円 

 

 消費者が廃棄物の処理費用を負担しても、「税金の二重取り」にならないようなシステム

を作る必要がある。 

 

 

6-2   廃棄段階での実行上の責任 
・消費者に求められること （a）回収が容易になるように、ごみを分別する 

             （b）回収場所に持っていく 

             （c）あるいは、小売業者のところへ持っていく 

・主要な所（生産者、PRO、地方自治体）による消費者へのインセンティブ、要求 

・ドイツでの例）  free-riding 

・EPR の究極的な成功には、消費者の参加が不可欠 

 

 少しでも分別回収に消費者が参加できるシステムを、消費者のライフスタイルに合わせ

て確立する必要がある。 

 



∴今後の課題 
 消費者が財政上の責任、実行上の責任を果たすためのインセンティブをいかに持たせる

かを検討する必要がある。 
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